
　
６
月
２
日
、福
岡
市
主
催
に
よ
る「
福
岡
Ｐ
Ｐ
Ｐ

（
※
）プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
　
第
１
回
セ
ミ
ナ
ー
」が
開
催

さ
れ
ま
し
た
。

　『
福
岡
Ｐ
Ｐ
Ｐ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
』は
、福
岡
市
内
に
本

社
を
置
く
建
設
業
、設
計
業
、ビ
ル
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
業
等
を

営
む
地
場
企
業
を
対
象
と
し
た
Ｐ
Ｐ
Ｐ
情
報
の
提
供・勉

強
会
の
開
催
や
、参
加
企
業
間
同
士
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形

成
の
場
の
創
出
を
目
的
に
、本
年
度
、福
岡
市
が
取
り
組

む
事
業
で
す
。

　
今
後
、地
方
財
源
が
細
る
中
で
、こ
れ
ま
で
公
共
主
体

で
整
備
さ
れ
て
き
た
公
的
施
設（
一
般
的
に
は
、庁
舎
、学

校
、公
民
館・市
民
ホ
ー
ル
、図
書
館
等
）を
地
域
内
の
官

民
が
連
携
し
な
が
ら
民
間
資
金
、ノ
ウ
ハ
ウ
、技
術
を
効

果
的
に
活
用
す
る
こ
と
で
、公
共
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
・
向

上
を
目
指
す
も
の
で
す
。

　
開
催
当
日
は
、１
５
０
名
以
上
の
関
係
者
が
参
加
さ

れ
る
中
、福
岡
市
財
政
局
理
事
の
椎
原
啓
二
氏
が
、「
地

場
企
業
と
福
岡
市
が
共
に
Ｐ
Ｐ
Ｐ
事
業
に
関
す
る
ノ
ウ
ハ

ウ
を
習
得
す
る
と
共
に
、福
岡
市
が
抱
え
る
公
共
施
設

整
備
に
係
る
課
題
や
解
決
策
に
つ
い
て
意
見
交
換
な
ど

を
行
い
な
が
ら
、参
加
企
業
各
社
に
は
、競
争
力
強
化
と

事
業
領
域
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い
た
だ
き
た
い
」と
挨
拶

さ
れ
た
後
、『
Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
考
え
方
』・『
公
共
事
業
の
現
状
』

・『
公
共
の
財
政
事
情
』等
に
つい
て
、同
局
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
推
進
部
長
の
中
村
英
一
氏
、野
村
総
合
研
究
所
の

福
田
隆
之
氏
か
ら
具
体
的
な
説
明
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

　
参
加
さ
れ
た
皆
様
か
ら
は
、「
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
に
対

す
る
、地
場
企
業
の
具
体
的
な
参
入
事
例
を
も
っ
と
教

え
て
欲
し
い
」、「
Ｐ
Ｐ
Ｐ
関
連
の
参
考
資
料・書
籍
を
紹

介
し
て
欲
し
い
」、「
地
場
企
業
が
単
な
る
工
事
請
負
で

は
な
く
、プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
担
え

る
よ
う
に
教
育
体
制
を

整
え
て
欲
し
い
」な
ど
、

今
後
の
公
共
事
業
に
対

す
る
考
え
方
を
新
た
に

さ
れ
た
方
が
多
く
、熱

気
の
あ
る
、有
意
義
な
セ

ミ
ナ
ー
と
な
り
ま
し
た
。

　
私
た
ち
福
岡
銀

行
も
、こ
の
潮
流
に

足
並
み
合
わ
せ
る
形

で
、福
岡
市
職
員
の

方
々
と
、「
地
域
内
で

Ｐ
Ｐ
Ｐ
を
完
結
す
る

た
め
に
、今
取
り
組
む
べ
き
こ
と
」を
テ
ー
マ
に
議
論
を
重

ね
て
き
ま
し
た
。議
論
の
中
で
は
、『
今
後
Ｐ
Ｐ
Ｐ
を
進
め

て
い
く
上
で
、そ
の
企
画
構
想
段
階
か
ら
、事
業
採
算

性
を
見
極
め
る
目
、即
ち
金
融
機
関
の
存
在
が
必
要
不

可
欠
で
あ
る
こ
と
』を
提
案
し
て
き
ま
し
た
。そ
の「
実

現
の
場
」と
も
呼
ぶ
べ
き
今
回
の
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
対

し
、こ
れ
か
ら
積
極
的
に
関
わ
って
い
き
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。今
回
の
セ
ミ
ナ
ー
で
は
、参
加
者
を
代
表
し
て
、

当
行
常
務
の
福
田
か
ら「
地
域
密
着
型
Ｐ
Ｐ
Ｐ
を
進
め

る
上
で
の
地
元
金
融
機
関
と
し
て
の
役
割
」と「
Ｐ
Ｐ
Ｐ

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
に
対
す
る
期
待
」に
つ
い
て
挨
拶
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　
次
回
開
催
は
、８
月
上
旬
の
予
定
で
す
。ご
興
味
を
お

持
ち
の
関
係
者
の
皆
様
、是
非
、ご
参
加
く
だ
さ
い
。

  

今
回
よ
り
、数
回
に
分
け
て
、Ｐ
Ｐ
Ｐ
に
関
連
す
る
情
報

を
お
伝
え
し
ま
す
。

　　
図
１
に
示
す
通
り
、国
内
の
公
共
事
業
予
算（
こ
こ
で

は
、国
土
交
通
省
所
管
の
道
路
、港
湾
、空
港
、公
共
賃
貸

住
宅
、下
水
道
、都
市
公
園
、治
水
、海
岸
の
８
分
野
を
対

象
と
し
ま
す
）は
、国
の
社
会
資
本
整
備
に
対
す
る
抑
制

政
策
や
景
気
低
迷
に
よ
る
税
収
減
に
よ
り
、１
９
９
０
年

代
後
半
を
ピ
ー
ク（
１８
兆
円
前
後
）に
減
少
基
調
で
あ

り
、２
０
１
０
年
に
は
、ピ
ー
ク
時
の
半
分
以
下（
８
兆
円

程
度
）に
ま
で
落
ち
込
ん
で
い
ま
す
。

　
一方
で
、１
９
６
０
〜
７
０
年
代
の
高
度
経
済
成
長
期
に

集
中
整
備
さ
れ
た
公
共
施
設
や
イ
ン
フ
ラ
は
、約
５０
年
を

経
て
、今
後
、順
次
更
新
時
期
を
迎
え
ま
す
。

　
国
の
試
算
で
は
、２
０
１
０
年
度
の
予
算
水
準
が
こ
の

先
続
く
と
仮
定
す
れ
ば
、２
０
３
７
年
に
は
、新
規
設
備

投
資
への
充
当
予
算
が
ゼ
ロ
に
な
る
の
は
も
ち
ろ
ん
、既
存

設
備
の
更
新
投
資
や
維
持
管
理
費
さ
え
も
対
応
が
困
難

と
な
る
見
通
し
で
す（
２
０
６
０
年
ま
で
の
不
足
累
計
額

は
約
３０
兆
円
。国
内
全
体
の
約
１
割
が
九
州
で
あ
る
と
仮

定
す
れ
ば
、３
兆
円
超
の
予
算
不
足
が
生
じ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。）

　
な
お
東
日
本
大

震
災
の
発
生
に
よ

り
、国
は
、今
年
度

の
補
正
予
算
に
災

害
復
旧
費
４
兆

円
を
計
上
し
て
い

ま
す
の
で
、公
共

の
財
政
事
情
は
、

更
に
悪
化
す
る
こ

と
が
避
け
ら
れ
な

い
状
況
で
す
。

　　　
Ｐ
Ｐ
Ｐ
と
は
、Public Private Partnership

の
頭

文
字
を
と
っ
た
も
の
で
あ
り
、「
官
民
協
業
」と
訳
さ
れ
ま

す
。歴
史
的
に
は
、欧
州
で
採
用
さ
れ
て
き
た
社
会
資
本

整
備
ス
キ
ー
ム
で
す
。公
共
と
民
間
が
事
業
の
企
画
・
設

計
段
階
か
ら
共
に
創
意
工
夫
し
、役
割（
リ
ス
ク
）分
担
を

明
確
に
し
な
が
ら
連
携
す
る
こ
と
で
、公
共
事
業
の
質

と
コ
ス
ト
の
最
適
化
を
図
る
も
の
で
す
。　

　
国
内
で
は
、１
９
９
９
年
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
成
立
以
降
本
格

化
し
、こ
れ
ま
で
約
４
０
０
件
、５
兆
円
程
度
の
事
業
が
実

施
さ
れ
て
き
ま
し
た
。し
か
し
、こ
れ
ま
で
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業

の
多
く
が
、事
業
採
算
性
の
良
し
悪
し
に
関
わ
ら
ず
、学

校
、庁
舎
、病
院
な
ど
社
会
的
イ
ン
フ
ラ
を
対
象
と
し
た

公
共
側
が
事
業
リ
ス
ク
を
取
る
ス
キ
ー
ム（「
サ
ー
ビ
ス

購
入
型
」と
呼
ぶ
）に
留
ま
って
い
ま
し
た
。

　
こ
れ
か
ら
の
新
し
い
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
は
、こ
れ
ま
で
取

り
組
ま
れ
て
き
た「
サ
ー
ビ
ス
購
入
型
」と
は
異
な
り
、

上
下
水
道
、有
料
道
路
、港
湾
、住
宅
な
ど
経
済
的
イ

ン
フ
ラ
か
ら
発
生
す
る
料
金
収
入
を
ベ
ー
ス
に
事
業
化

を
行
う「
独
立
採
算
型
」や「
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式（
施

設
所
有
権
は
、公
共
が
持
ち
続
け
、事
業
権
の
み
公
共
か

ら
民
間
に
譲
渡
す
る
方
式
）」と
呼
ば
れ
る
事
業
手
法
へ

と
拡
大
し
て
き
ま
す（
図
２
）。

　
こ
の
新
し
い

P
P
P
/
P
F

I
の
仕
組
み
に

つ
い
て
は
次
回
、

更
に
詳
し
く
解

説
致
し
ま
す
。

Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
潮
流
を
福
岡
か
ら

セ
ミ
ナ
ー
開
催
報
告

解
説

※ＰＰＰ ： パブリック･プライベート・パートナーシップ。
　官民協業。詳細は次ページ参照。

セミナーの様子

参加企業を代表して挨拶する
当行福田常務

セミナー概要

： Ｈ２３．６．２
： 福岡商工会議所ビル
： 福岡市
： 151名
  （福岡市内に本社を置く公共
   建築物の整備、運営に関する企業）

： 九州経済調査協会

開 催 日
会 場
主 催
参加者数

事 務 局

問合せ先

九州経済調査協会（上田・案浦）
ＴＥＬ.０９２-７２１-４９０７
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（図２）これからのＰＰＰ

（図１）公共事業予算と維持管理・更新費の推計
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出所）「平成21年度国土交通省白書」を基に福岡銀行作成
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よ
り
、数
回
に
分
け
て
、Ｐ
Ｐ
Ｐ
に
関
連
す
る
情
報

を
お
伝
え
し
ま
す
。

　　
図
１
に
示
す
通
り
、国
内
の
公
共
事
業
予
算（
こ
こ
で

は
、国
土
交
通
省
所
管
の
道
路
、港
湾
、空
港
、公
共
賃
貸

住
宅
、下
水
道
、都
市
公
園
、治
水
、海
岸
の
８
分
野
を
対

象
と
し
ま
す
）は
、国
の
社
会
資
本
整
備
に
対
す
る
抑
制

政
策
や
景
気
低
迷
に
よ
る
税
収
減
に
よ
り
、１
９
９
０
年

代
後
半
を
ピ
ー
ク（
１８
兆
円
前
後
）に
減
少
基
調
で
あ

り
、２
０
１
０
年
に
は
、ピ
ー
ク
時
の
半
分
以
下（
８
兆
円

程
度
）に
ま
で
落
ち
込
ん
で
い
ま
す
。

　
一方
で
、１
９
６
０
〜
７
０
年
代
の
高
度
経
済
成
長
期
に

集
中
整
備
さ
れ
た
公
共
施
設
や
イ
ン
フ
ラ
は
、約
５０
年
を

経
て
、今
後
、順
次
更
新
時
期
を
迎
え
ま
す
。

　
国
の
試
算
で
は
、２
０
１
０
年
度
の
予
算
水
準
が
こ
の

先
続
く
と
仮
定
す
れ
ば
、２
０
３
７
年
に
は
、新
規
設
備

投
資
への
充
当
予
算
が
ゼ
ロ
に
な
る
の
は
も
ち
ろ
ん
、既
存

設
備
の
更
新
投
資
や
維
持
管
理
費
さ
え
も
対
応
が
困
難

と
な
る
見
通
し
で
す（
２
０
６
０
年
ま
で
の
不
足
累
計
額

は
約
３０
兆
円
。国
内
全
体
の
約
１
割
が
九
州
で
あ
る
と
仮

定
す
れ
ば
、３
兆
円
超
の
予
算
不
足
が
生
じ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。）

　
な
お
東
日
本
大

震
災
の
発
生
に
よ

り
、国
は
、今
年
度

の
補
正
予
算
に
災

害
復
旧
費
４
兆

円
を
計
上
し
て
い

ま
す
の
で
、公
共

の
財
政
事
情
は
、

更
に
悪
化
す
る
こ

と
が
避
け
ら
れ
な

い
状
況
で
す
。

　　　
Ｐ
Ｐ
Ｐ
と
は
、Public Private Partnership

の
頭

文
字
を
と
っ
た
も
の
で
あ
り
、「
官
民
協
業
」と
訳
さ
れ
ま

す
。歴
史
的
に
は
、欧
州
で
採
用
さ
れ
て
き
た
社
会
資
本

整
備
ス
キ
ー
ム
で
す
。公
共
と
民
間
が
事
業
の
企
画
・
設

計
段
階
か
ら
共
に
創
意
工
夫
し
、役
割（
リ
ス
ク
）分
担
を

明
確
に
し
な
が
ら
連
携
す
る
こ
と
で
、公
共
事
業
の
質

と
コ
ス
ト
の
最
適
化
を
図
る
も
の
で
す
。　

　
国
内
で
は
、１
９
９
９
年
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
法
成
立
以
降
本
格

化
し
、こ
れ
ま
で
約
４
０
０
件
、５
兆
円
程
度
の
事
業
が
実

施
さ
れ
て
き
ま
し
た
。し
か
し
、こ
れ
ま
で
の
Ｐ
Ｆ
Ｉ
事
業

の
多
く
が
、事
業
採
算
性
の
良
し
悪
し
に
関
わ
ら
ず
、学

校
、庁
舎
、病
院
な
ど
社
会
的
イ
ン
フ
ラ
を
対
象
と
し
た

公
共
側
が
事
業
リ
ス
ク
を
取
る
ス
キ
ー
ム（「
サ
ー
ビ
ス

購
入
型
」と
呼
ぶ
）に
留
ま
って
い
ま
し
た
。

　
こ
れ
か
ら
の
新
し
い
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
は
、こ
れ
ま
で
取

り
組
ま
れ
て
き
た「
サ
ー
ビ
ス
購
入
型
」と
は
異
な
り
、

上
下
水
道
、有
料
道
路
、港
湾
、住
宅
な
ど
経
済
的
イ

ン
フ
ラ
か
ら
発
生
す
る
料
金
収
入
を
ベ
ー
ス
に
事
業
化

を
行
う「
独
立
採
算
型
」や「
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
方
式（
施

設
所
有
権
は
、公
共
が
持
ち
続
け
、事
業
権
の
み
公
共
か

ら
民
間
に
譲
渡
す
る
方
式
）」と
呼
ば
れ
る
事
業
手
法
へ

と
拡
大
し
て
き
ま
す（
図
２
）。

　
こ
の
新
し
い

P
P
P
/
P
F

I
の
仕
組
み
に

つ
い
て
は
次
回
、

更
に
詳
し
く
解

説
致
し
ま
す
。

Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
潮
流
を
福
岡
か
ら

セ
ミ
ナ
ー
開
催
報
告

解
説

※ＰＰＰ ： パブリック･プライベート・パートナーシップ。
　官民協業。詳細は次ページ参照。

セミナーの様子

参加企業を代表して挨拶する
当行福田常務

セミナー概要

： Ｈ２３．６．２
： 福岡商工会議所ビル
： 福岡市
： 151名
  （福岡市内に本社を置く公共
   建築物の整備、運営に関する企業）

： 九州経済調査協会

開 催 日
会 場
主 催
参加者数

事 務 局

問合せ先

九州経済調査協会（上田・案浦）
ＴＥＬ.０９２-７２１-４９０７

「
公
共
の
財
政
事
情
と
Ｐ
Ｐ
Ｐ
」

■
公
共
の
財
政
事
情

1

■
Ｐ
Ｐ
Ｐ
／
Ｐ
Ｆ
Ｉ
と
は

2
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2
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▲2
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（兆円）

年度

約30兆円

2037年度

現在

60～70年代の高度経済成長期に集中
整備された社会資本（インフラ）

維持管理･更新費が
投資可能額を
上回る

新設（充当可能）費
災害復旧費
更新費
維持管理費
維持管理・更新費が投資可能総額を上回る額

高

低
事業採算性（収益性）

事
業
リ
ス
ク

低高

完全民営化

完全公営化

大都市

地方市町村

社会的インフラから経済的インフラへ

独立採算型PFI
廃棄物処理施設

汚泥処理施設

公営住宅

コンセッション方式
有料道路 地下鉄

上下水道 空港・港湾

サービス購入型PFI
病院 学校

公民館 庁舎

（図２）これからのＰＰＰ

（図１）公共事業予算と維持管理・更新費の推計

地
域
密
着
型
の
新
し
い
公
共
事
業
手
法
を
目
指
す

「
福
岡
Ｐ
Ｐ
Ｐ
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
」
設
立
　
　

（
福
岡
銀
行
　
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョン
営
業
部

  

　
　
　
　
　
　
　
事
業
金
融
室
／
今
泉・野
田
）

出所）「平成21年度国土交通省白書」を基に福岡銀行作成
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